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略　歴

学　歴

1978年 3 月　宮城県仙台第一高等学校普通科卒業

1978年 4 月　東北大学法学部法学科入学

1982年 3 月　東北大学法学部法学科卒業

1982年 4 月　東北大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程前期課程入学

1984年 3 月　東北大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程前期課程修了

1984年 4 月　東北大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程後期課程入学

1988年 1 月　東北大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程後期課程退学

学　位

1982年 3 月　法学士　東北大学

1984年 3 月　経済学修士　東北大学

1991年11月　博士（経済学）東北大学

職歴及び主要担当科目

1988年 2 月　新潟大学商業短期大学部商経学科講師［財政学］（1990年 1 月まで）

1990年 2 月　新潟大学商業短期大学部商経学科助教授［財政学］（1994年 9 月まで）

1994年10月　新潟大学経済学部経済学科助教授［地方財政論］（1998年 9 月まで）

1998年10月　新潟大学経済学部経済学科教授［地方財政論］（1999年 3 月まで）

1999年 4 月　立教大学経済学部経済学科教授［財政学］（2006年 3 月まで）

2006年 4 月　立教大学経済学部経済政策学科教授［財政学 １ ・財政学 ２ ］（2025年 3 月まで）

2025年 4 月　�立教大学経済学部経済政策学科特別専任教授［財政学 １ ・財政学 ２ ］（現在に

至る）

非常勤講師歴

�九州大学経済学部　尚絅女学院高等学校　信州大学経済学部　東京大学法学部　東北学院大
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学経済学部　中央大学経済学部　新潟大学教育学部　新潟大学経済学部　宮城県総合衛生学

院

学内業務

2005年 4 月　立教大学経済学部経営学科長（2007年 3 月まで）

2006年 4 月　立教大学経済学部経済政策学科長（2007年 3 月まで）

2008年 5 月　立教大学経済学部経済学科長（2009年 3 月まで）

2011年 4 月　立教大学経済学部長・大学院経済学研究科委員長（2013年 3 月まで）

2013年 4 月　�立教大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程後期課程主任�

（2015年 3 月まで）

2017年 4 月　立教大学陸前高田サテライト長（2019年 6 月まで）

2018年 4 月　立教大学副総長（統括）（2019年 6 月まで）

2018年 4 月　立教学院常務理事（企画担当）（2019年 7 月まで）

2021年 4 月　�立教大学大学院経済学研究科経済学専攻博士課程前期課程主任�

（2023年 3 月まで）

学会活動

�日本財政学会，日本地方財政学会，経済理論学会，日本カナダ学会，日本財政法学会，日本

自治学会，International Institute of Public Finance, Canadian Tax Foundation, National Tax 

Association

［主な役職］

日本財政学会：�代表理事（2019～2022年），理事（2005～2014年，2017年～），『財政研究』

編集委員（2004～2007年，2009～2015年）同・編集委員長（2022～2025年）

日本地方財政学会：�理事長（2023年～），常任理事（2008～2014年，2017～2023年），理事（2005

～2014年，2017年～），研究叢書編集委員（2008～2011年）

日本カナダ学会：理事（2010～2018年，2020年～），監事（2018～2020年）

経済理論学会：幹事（2016～2022年）

主な社会的活動

愛知県地方税制に関する研究会　座長（2000～2025年）

愛知県分権時代における県の在り方検討委員会　委員（2003～2004年）

愛知県産業廃棄物検討会議　副委員長（2004年）

愛知県（新）行革大綱策定検討委員会および同作業部会　委員（2004年）

愛知県森と緑づくりのための税制検討会議　副座長（2006～2007年）
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教育行財政研究会　委員（2002～2003年）

国土交通省国土審議会　専門委員（2003～2005年）

埼玉県入間郡大井町　行財政改革推進委員会　委員（2005年）

財務省財務総合政策研究所財政史室『昭和財政史　昭和49～63年度』執筆者（2002～2005年）

財務省財務総合政策研究所財政史室『平成財政史　平成元～12年度』執筆者（2008～2020年）

財務省財務総合政策研究所財政史室『平成財政史　平成13～30年度』執筆者（2019年～）

静岡県地方税制度研究会　座長（2010～2012年）

自治総合センター「地方分権時代にふさわしい地方税制のあり方に関する研究会」委員（2003

～2007年）

自治総合センター「地方分権に関する基本問題についての調査研究会」委員（2004年～）

自治総合センター「三位一体改革後の財源調整機能及び財源保障機能のあり方に関する研究

会」委員（2005～2006年）

自治総合センター「国民のくらしを守る地方税体系の再構築に関する研究会」委員（2008～

2009年）

自治総合センター「納税者に分かり易い地方税体系の再構築に関する研究会」委員（2009～

2010年）

自治総合センター「地方が提供するサービスと税負担に関する研究会」委員（2010～2011年）

自治総合センター「公平感と国民からの信頼に基づく地方税体系の構築に関する調査研究会」

委員（2011～2012年）

自治総合センター「経済再生に期待される地方税のあり方に関する調査研究会」委員（2012

～2013年）

自治体国際化協会「比較地方自治研究会及び同研究会財政制度調査専門委員会」委員（2005

～2007年）

政策研究大学院大学「自治制度及び運用実態情報海外紹介等支援事業に関する運営委員会」

委員（2006～2007年）

全国市町村研修財団　理事（2017年～）

全国知事会 地方自治先進政策センター　頭脳センター専門委員（2010年～）

全国町村会 政務調査会財政委員会　専門委員（2014～2018年）

全逓信労働組合「地方債問題研究会」委員（1986～1987年）

全日本自治団体労働組合「人口減少時代の自治体財政構想プロジェクト」座長（2016～2017

年）

第169回国会参議院総務委員会第11号　参考人（2008年 4 月22日）

地方公共団体金融機構『地方財政史』拡大編集委員会委員・分冊編集責任委員（2026年～）

地方財務協会「地方財政研究会」委員（2004年～）
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地方自治研究機構「地域の自主的な取組に対応した地方税財政制度のあり方に関する研究」

に係る委員会　委員（2005～2006年）

地方自治研究機構「自律的な地方行財政制度のあり方に関する研究」に係る委員会　委員

（2006～2007年）

地方自治情報センター「個人住民税検討会」委員（2004～2005年）

東京都税制調査会　会長（2015年～）　副会長（2009～2015年）　委員（2006年～）

豊島区法定外税検討会議　委員（2002～2003年）

豊島区税制度調査検討会議　会長（2008年，2013～2014年，2018～2019年，2023～2024年）

内閣府税制調査会専門家委員会　委員（2010～2013年）

新潟県税制調査会　委員（2010年～）

日本経済調査協議会「日本の未来を創るための財政を考える調査専門委員会」委員（2001～

2003年）

日本都市センター「都市税財源研究会」委員（2005～2006年）

日本都市センター「都市財政の将来展望に関する研究会」委員（2006～2007年）

分権型政策制度研究センター　委員（2005～2018年）

宮城県新税制研究会　アドバイザー（2006～2007年）

山形県南陽市まちづくり研究会研究員会議　委員（2001～2008年）

山梨県環境と森づくりを考える税制懇話会　委員（2009年）

横浜市新たな大都市制度における広域連携・財政調整に関する研究会　委員（2010～2011年）

連合総合生活開発研究所「東日本大震災　復興・再生プロジェクト」委員（2011年）

受賞

財団法人東京市政調査会　藤田賞（第29回）　2003年 7 月

　（論文「カナダの財政調整制度 ―  連邦・州間における『課税力調整』型の平衡交付金」

　［『立教経済学研究』第56巻第 3 号（論文 No.32）］による。）

研究業績

単著

1 ．『分権化と地方財政〔シリーズ・現代経済の課題〕』岩波書店，2004年 6 月。

編著

1 ．『地方交付税　何が問題か ―  財政調整制度の歴史と国際比較』神野直彦と共編著，東
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洋経済新報社  2003年 7 月。担当：全体の編集，第 1 章「財政調整の理論と制度」（ 3 -30

ページ），第 4 章「地方交付税 ―  推移と現状」（93-121ページ）及び終章「地方交付税改

革のシナリオ」（245-258ページ。神野直彦と共同執筆）。

2 ．『地方税制改革〔自治体改革・第 ７ 巻〕』単編著，ぎょうせい，2004年10月。担当：全

体の編集及び第 1 章「地方税と国税の税源配分」（ 1 -37ページ）。

3 ．『財政赤字の力学 ―  アメリカは日本のモデルたりうるか』金子勝・アンドリュー＝デ

ウィットと共編著，税務経理協会，2005年 6 月。担当：全体の編集，第 2 章「税制改革の

源流 ―  アメリカ・カナダ租税政策の政治経済学」（65-103ページ，アンドリュー＝デウ

ィットと共同執筆），第 3 章「州・地方財政危機の政治経済学」（105-137ページ）。

4 ．『租税の財政社会学』神野直彦と共編著，税務経理協会，2009年 2 月。担当：全体の編集，

第 2 章「一般売上税をめぐる政府間関係と政策形成過程 ―  日本とカナダの比較分析」

（25-67ページ），第 3 章「アメリカとカナダの租税政策 ―  どのように，そしてなぜ異な

るのか」（69-112ページ，アンドリュー＝デウィットと共同執筆），第 6 章「現代国家の変

容と租税政策 ―  グローバル化，高齢化及び政府への信頼をめぐって」（167-180ページ，

スヴェン＝スタインモ著，アンドリュー＝デウィットと共訳）。

5 ．『現代財政を学ぶ』単編著，有斐閣，2015年 3 月。担当：全体の編集，序章「現代財政

を学ぶ視点」（ 1 - 9 ページ），第 1 章「現代財政の課題と特徴」（10-26ページ），第 4 章「財

政の政策決定過程 ―  予算と税制改革」（64-81ページ），第12章「社会保障と教育の財政

制度」（220-242ページ），終章「現代社会と財政の課題」（280-288ページ）。

共著

1 ．『郵貯・簡保資金と地方債』地方債問題研究会編（佐藤進・諌山正・野呂昭朗・伊東弘

文・町田俊彦・斎藤忠雄・木村温人・藤澤利治と共著），全逓信労働組合，1987年10月。

担当：「地方債制度の歴史的沿革」（289-320ページ）の執筆及び「関連法規」（321-467ペ

ージ）・「長期統計」（469-559ページ）の整理。

2 ．『現代の資本主義 ―  構造と動態』馬渡尚憲編集代表，御茶の水書房，1992年 3 月。担当：

第 2 章第 2 節「日本・大正デモクラシー体制とファシズム体制」（75-88ページ）。

3 ．『地方に税源を』神野直彦・金子勝編，東洋経済新報社，1998年 6 月。担当：第 2 章「一

般財源主義の限界と新たな一般税源主義の課題」（77-133ページ）。

4 ．『高齢社会の政策課題』國武輝久編，同文舘出版，1998年11月。担当：第 7 章「医療・

保健・福祉サービスの財政問題」（161-192ページ）。

5 ．『自治が広がる ―  地方分権推進計画を読む』地方分権推進研究会，ぎょうせい，1998

年12月。担当：Ⅰ― 2 「自治体財政の転換と残された課題」（22-35ページ）。

6 ．『「福祉政府」への提言 ―  社会保障の新体系を構想する』神野直彦・金子勝編，岩波書
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店，1999年12月。担当：第 6 章「地方分権的税財政システムの構築を」（225-264ページ）。

7 ．『分権型税財政制度を創る ―  使え‼自主財源〔分権型社会を創る・第 5 巻』神野直彦編，

ぎょうせい，2000年12月。担当：第 2 章「一般財源主義と自主財源主義」（25-66ページ）。

8 ．『21世紀のマニフェスト ―  日本をどのように変えるか』『世界』編集部編，岩波書店，

2001年 3 月。担当：第 3 章「教育改革の処方箋」（119-160ページ，佐藤学・苅谷剛彦と共

同執筆）。

9 ．『住民による介護・医療のセーフティーネット』神野直彦・金子勝編，東洋経済新報社，

2002年10月。担当：第 4 章「医療・介護財政の制度改革」（155-202ページ）。

10．『分権と自治のデザイン ―  ガバナンスの公共空間〔新しい自治体の設計・第 1 巻〕』森

田朗・大西隆・植田和弘・神野直彦・苅谷剛彦・大澤真理編，有斐閣，2003年 8 月。担当：

第 9 章「財源と財政調整」（209-233ページ）。

11．『国民国家システムの再編〔マルクス経済学の現代的課題：第Ⅰ集〈グローバル資本主

義〉・第 １ 巻「グローバル資本主義と世界編成・国民国家システム」―Ⅱ〕』SGCIME 編，

御茶の水書房，2003年 9 月。担当：第 5 章「再編を迫られる日本の国民国家 ―  グローバ

ル化，市場化，そして分権化」（189-209ページ）。

12．『昭和財政史：昭和49-63年度 ―  第 2 巻・予算』財務省財務総合政策研究所財政史室編

（宮島洋・関口浩・神野直彦と共著），東洋経済新報社，2004年 3 月。担当：第 8 章「昭和

56年度の予算」から第15章「昭和63年度の予算」まで（331-704ページ，神野直彦と共同

執筆）。

13．『昭和財政史：昭和49-63年度 ―  第 8 巻・資料（ 1 ）財政政策・財政制度・予算・特別

会計・政府関係機関・国有財産』財務省財務総合政策研究所財政史室編，東洋経済新報社，

2004年 3 月。担当：「資料解説（ 3 ）―予算」のうち昭和56-63年度分（18-25ページ）。

14．『長期不況下の地方経済と地方行財政』加瀬和俊編，東京大学社会科学研究所，2004年

3 月。担当：第 7 章「地方財政の動向と改革」（125-139ページ）。

15．『現代マルクス経済学のフロンティア〔マルクス経済学の現代的課題：第Ⅱ集＜現代資

本主義の変容と経済学＞・第 3 巻』SGCIME 編，御茶の水書房，2006年 8 月。担当：第

11章「公平の理論」（269-289ページ）。

16．『市民は格差をどう考えているか』橘木俊詔・白波瀬佐和子・宮本太郎・山口二郎と共

著，北海道大学大学院法学研究科附属高等法政教育研究センター，2007年 3 月。

17．『財政学 ―  転換期の日本財政〔第 2 版〕』片桐正俊編，東洋経済新報社，2007年 5 月。

担当：第 2 章「現代日本財政の展開」（65-84ページ）。

18．『多文化主義社会の福祉国家 ―  カナダの実験』新川敏光編，ミネルヴァ書房，2008年

6 月。担当：第 5 章「財政連邦主義の変容」（140-163ページ）。

19．『はじめて出会うカナダ』日本カナダ学会編，有斐閣，2009年 4 月。担当：第17章「財
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政改革」（177-186ページ）。

20．『現代経済の解読 ―  グローバル資本主義と日本経済』SGCIME 編，御茶の水書房，

2010年 5 月。担当：第12章「日本の社会保障」（297-316ページ）。

21．『「コンクリートから人へ」の行方〔『都市問題』公開講座ブックレット・第20号〕』仙

石由人・片山虎之助・鈴木郁子・森民夫・新藤宗幸と共著，東京市政調査会，2010年10月。

担当：パネル・ディスカッション発言（21-69ページ）。

22．『福祉レジームの収斂と分岐 ―  脱商品化と脱家族化の多様性』新川敏光編，ミネルヴ

ァ書房，2011年 7 月。担当：第 3 章「カナダ福祉レジームの変容」（117-139ページ）。

23．『現代経済の解読 ―  グローバル資本主義と日本経済〔増補新版〕』SGCIME 編，御茶の
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明石書店，2021年 3 月。担当：第41章「カナダの財政と税制」（236-242ページ）。

35．『都市の変容と自治の展望』後藤・安田記念東京都市研究所編，後藤・安田記念東京都

市研究所，2022年 3 月。担当：第 6 章「政府間財政関係の展開と分権型財政の課題」

（159-187ページ）。

36．『地方財政を学ぶ〔新版〕』沼尾波子・木村佳弘・高端正幸と共著，有斐閣，2023年 3 月。

担当：第 2 章「政府間財政関係 ―  融合型の集権的分散システムと地方財政計画」（28-45

ページ），第 5 章「地方自治体の収入構造 ―  どうやって財源を調達するのか」（84-92ペ

ージ），第 6 章「地方税 ―  最も重要な自主財源」（93-123ページ），終章「地方財政の展望」

（271-280ページ）。

37．『多文化共生社会を支える自治体 ―  外国人住民のニーズに向き合う行政体制と財源保

障』沼尾波子・池谷秀登・倉地真太郎・小島祥美・関聡介・関根未来と共著，旬報社，

2023年 8 月。担当：第 5 章「多文化共生政策をめぐる国と地方自治体」（195-232ページ，

関根未来と共同執筆），第 6 章「カナダの移民政策と財政 ―  『多文化主義』の政策展開」

（233-261ページ）。

38．『カナダの地方自治』柿本克俊・齊藤寛乃・谷達彦・関根未来と共著，自治体国際化協

会，2024年 3 月。担当：第 5 章「財政制度」の第 1 節「はじめに ―  カナダの財政状況と

連邦制度」（49-51ページ），第 2 節「州・準州の財政」（51-65ページ），第 5 節「おわりに」

（82ページ）。

39．『財政規律の比較政治経済学 ―  制度的安定性，柔軟性，包摂性』横田正顕編，有斐閣，

2026年 2 月。担当：第 8 章「コロナ対策からの『出口戦略』と財政再建 ―  アメリカ・カ

ナダの制度と政策」（173-197ページ）。

論文

1 ．「第一次大戦後日本の税制整理問題 ―  臨時財政経済調査会を中心に」修士論文，経済

学修士 東北大学，1984年 3 月。

2 ．「〔研究ノート〕両税委譲問題の意義をめぐって ―  研究史的整理」研究年報『経済学』

東北大学経済学会，第47巻第 4 号，1986年 1 月，87-102ページ。



池上岳彦教授の略歴および業績 305

3 ．「第一次大戦後日本における税制整理問題の発生 ―  臨時財政経済調査会の財産税創設

論争を中心に」研究年報『経済学』東北大学経済学会，第48巻第 4 号，1986年11月，39-

59ページ。

4 ．「戦前期日本の地方債政策 ―  地方債許可制度を中心に」研究年報『経済学』東北大学

経済学会，第49巻第 4 号，1988年 1 月，43-60ページ。

5 ．「戦後日本の地方債発行規制 ―  適債事業列挙主義と地方債許可制度」研究年報『経済学』

東北大学経済学会，第50巻第 4 号，1989年 3 月，95-115ページ。

6 ．「1920年代日本の関税政策 ―  保護関税とその消費税的側面」『新潟大学商学論集』新潟

大学商学会，第21号，1989年 3 月，37-145ページ。

7 ．「起債自由化論争の展開 ―  1970〜80年代の政府間財政関係に関する一考察」『都市問題』

東京市政調査会，第80巻第 8 号，1989年 8 月，51-74ページ。

8 ．「〔研究ノート〕1920年代日本財政の性格をめぐって」『新潟大学商学論集』新潟大学商

学会，第22号，1990年 3 月，147-173ページ。

9 ．「戦間期日本の税制整理 ―  現代資本主義化のなかの1926年税制改革」『新潟大学商学論

集』新潟大学商学会，第23号，1991年 3 月， 1 -78ページ。

10．「戦間期日本の租税政策 ―  1920年代における現代資本主義化と租税政策過程」博士論文，

博士（経済学）東北大学，1991年11月。

11．「戦間期における直接税負担の地域間格差」『新潟大学商学論集』新潟大学商学会，第25

号，1993年 3 月， 1 -52ページ。

12．「1950年代の地方財政危機 ―  道府県財政，とくに新潟県の場合」『新潟大学商学論集』

新潟大学商学会，第26号，1994年 3 月，29-66ページ。

13．「1950年代の財政危機と土地改良事業」『新潟大学商学論集』新潟大学商学会，第27号，

1995年 3 月， 1 -33ページ。
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